第５号様式（第７条⑹関係）

非補助対象者ではない旨の誓約書

令和　　年　　月　　日

広島市長
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　  　
広島市中山間地域における中小企業の人材確保支援事業補助金の交付申請を行うにあたり、下記の事項について誓約します。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

記

１　私（当法人・当組合）は、次のいずれにも該当しません。

⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

⑵　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

⑶　暴力団への利益供与を行ったことなどにより、広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公表が現に行われている者
⑷　暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者
⑸　補助金の交付を受けようとする事業所において、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を行っている者
２　１の誓約事項に反した場合又は誓約が虚偽であった場合、広島市中山間地域における中小企業の人材確保支援事業補助金交付要綱第９条の規定による補助金交付決定の取消及び補助金の返還命令に異議なく応じます。
以上

